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はじめに	

	 建築基礎構造設計指針改定版〔以下「基礎指針」と略記〕は本年９月に出版される予定であ

る〔ただし、ここでは基礎構造運営委員会査読用に使われた 2018.4.8 基礎構造設計指針改定委員会作成に

よる原稿を対象としているので、真の指針改定版ではなく「指針改定案」であることに注意願いたい〕。 
	 1988 年版基礎指針の際に基礎構造運営委員会の幹事としてその作成に従事していた筆
者としては、その隅々まで熟知していたので子息を見るような気持ちで基礎指針に接して

きたが、2001年基礎指針の改定版では一部〔6.6節に応答変位法を加筆する部分〕に関係しただ

けなのでその親近感が薄れ始めるとともに、今回の改定では全くの疎遠者となってしまっ

たので赤の他人を見るような心境となっている。30年以上の月日が経過し、世代交代も重
ねられて来たので仕方のないことかも知れない。 
	 ただ、設計規準・同解説〔正確には「建築基礎構造設計規準・同解説」〕から基礎指針への変換

には、委員会で長い間烈しい議論を続けた結果、学術書としての考え方、指標を示すこと

に重点を置くべきで、「規準」ではなく「指針」の名称が相応しいということになったとい

う経緯があることを思うと〔構造委員会基礎分科会から基礎運営委員会に変わった組織としての変化や、

A5 版から B5 版へ変更になったという書の体裁の変化にも新たな出発を思わせるものがある〕、こうした

歴史的背景を今回の改定に携わった方々がどの程度知り及んでいるかと不安を感じさせら

れるのも事実である。 
	 その点を象徴する一例を挙げれば基礎指針の表紙に“Recommendations for Design of 
Building Foundations”と英語が付されていることである。日本語の本なのになぜ英語な
のか、の理由を知っている人は今回の改定版担当者の中にもそう多くはいないのではない

かとの気掛かりがある。ここ数年の建築学会大会で行われた基礎ＰＤで筆者もその点につ

いて機会あるごとに発言して来たことがあるが、まだまだ周知が行き届いていないのでは

ないかとの不安があるので、ここで改めてその背景について記述しておくことにしたい。 
	 「規準」から「指針」への変更については、歴史的背景も含めて 1988 年版基礎指針の
序文に書いておいたのでそちらを参照していただきたい。結論的に言えば、かつては学術

の成果がそのまま行政基準にも反映されて矛盾なく保たれていたが、時代と共に解釈の自

由度が増えて学術的な扱いと行政的な扱いとの間にギャップが生じるようになって来たた

めに、建築学会の書としては学術的な指標、すなわち“リコメンデーション”を示すこと

に専念すべきであるとの見解に達した訳である。ただ、カタカナで書くと本来の英語の意

味を歪めてしまう恐れがあるために“Recommendations”と原語のまま表示することにな
ったのである〔英語では複数形であることも基礎指針の性格を明確にしていることに注意願いたい。この

表現を採用したのは当時の吉見吉昭主査の意向である〕。 
	 この主旨が今回の改定版でも継承されているとはいえ、指針の一部に必ずしもそうでは

ないと思える部分も散見されるのが少し残念なことである。繰り返すことになるが、規制

することが主目的であるために「…しなければならない」とか「規定する」とかの表現と

なることが多い行政基準とは学会の書物は一線を画すべきで、学術的な助言や推奨点を指

摘することを主眼とし、文章もそれに相応しい表現とするのがよいということに一致した

のである。その方針が今回の改定では必ずしも徹底されていないと思われる箇所があるの
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は、担当者の中に歴史的な変遷に対する配慮がやや不足している方がいるらしいことが原

因なのかも知れない。 
	 それとともに、現時点では指針改定案に対する基礎関係者の意見に対する検討が行われ

ているとのことであり、いくつかは意見が採用されて改定指針でも修正文章が示されるこ

とになるであろうが、多くは折角の意見もそのままであり、改定指針に活かされることは

ないとも聞こえて来ている。その中には筆者の意見も含まれているらしい。そうした観点

から、筆者は自分が関わった事項だけでも書き留めておかねばならないとの責務のような

ものにかられて思い立ったのがこのメモである〔多くは改定指針の内容・文章に対する批判になる

であろうが〕。老境と呼ばれる年齢に達しているので、筆者も次回の改定まで生存している

かどうかの不安を感じるようになっており、この機会に指摘しておかないと、意見提出の

チャンスを失してしまとの焦りの気持ちが拍車を掛けている理由の１つであるように思わ

れる。以下にはそれらの１つずつを示すことにする (2019.4.25杉村義広記) 。 
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１. 負の摩擦力設計方法提案の経緯 
	

	 指針 6.3 節「負の摩擦力」の解説冒頭部は原理の説明であるのでとくに問題となる点は
感じられないが、「１. 検討項目」すなわち、設計法に入ると、「杭の鉛直支持力に関する
式 6.3.1および杭体応力に関する式 6.3.2を使用できる〔p.230、７行〕」と記述されているだ

けで、なぜ使用できるのかへの言及がないことには違和感を持たせられる〔式の部分は以下

に示す通りである〕。 

	 	  

        
 
	 それに加えてその後には、「図 6.3.26.3.8」は負の摩擦力が作用する杭基礎の被害と限界抵

抗力〔上記２つの式の右辺を示すものと思われるが、当時はこの用語は用いていないので違和感のある言い

方である〕の関係をまとめたものであり〔該当する文献として「杉村義広：負の摩擦力に対する安全

 

1. 検討項目 1 

 負の摩擦力を受ける杭基礎の使用限界状態に対応する要求性能を以下に示す． 2 

・杭基礎の沈下にともなう建築物の変形・傾斜によって，建築物の使用性・機能性および耐久性に3 

支障を生じない． 4 

・継ぎ手を含む杭体の応力が弾性限界強度に達しない． 5 

 上記の要求性能を検討する具体的な方法として，ほぼ均一な地盤構成やほぼ均一な建物荷重が作6 

用する場合については，杭の鉛直支持力に関する式 6.3.1 および杭体応力に関する式 6.3.2 を使用7 

できる． 8 

2.1
Fp

FN

RR
PP

�
��       (6.3.1) 9 

AfPP csFN ���       (6.3.2) 10 

記号 P：杭頭に作用する長期荷重（kN） 11 

        PFN：中立点より上部の杭周面に作用する負の摩擦力（kN） 12 

        RP：杭先端の極限支持力（kN） 13 

RF：中立点より下部の杭周面に作用する正の摩擦力（kN） 14 

           A：杭の実断面積（m2）  15 

      sfc：杭体の短期許容圧縮応力度（kN/m2） 16 

 式 6.3.1 は中立点以深の杭周面摩擦力 RF と杭先端支持力 Rp を合計した抵抗力に対して，杭頭荷17 

重 P と負の摩擦力 PFNを合計した値が安全であること， 式 6.3.2 は中立点位置に発生する杭体応力18 

が許容値以下であることを検討する． 19 

 両式中の P は常時荷重であるが，地震時における杭頭荷重の変化は比較的表層に限定されて中立20 

点軸力には影響を及ぼさないことから，地震時における検討は省略できる．また，式 6.3.1 の 1.2 は21 

安全率に相当するものであるが，常時における通常の安全率 3 よりはかなり小さく，式 6.3.2 でも22 

短期許容応力度 sfcを採用している． 23 

負の摩擦力は常時に作用している荷重であるにもかかわらず，このような検討式が採用されてい24 

るのは，①上記で計算される負の摩擦力 PFNが杭頭荷重 P よりも過大であって，安全率 3 では実状25 

とかけ離れた設計になること，②PFNが大きくなって杭の先端荷重が増大し杭が沈下すると， RFが26 

増大して PFN が減少することから，急激な不安定状態には陥りにくいこと，③負の摩擦力を考慮し27 

ないで設計した既存の構造物でも機能を維持している事例が多いことなどに配慮したためである．28 

図 6.3.26.3.8)は負の摩擦力が作用する杭基礎の被害の有無と限界抵抗力の関係をまとめたものであ29 

り，負の摩擦力に関する上記の検討式の根拠になっている． 30 

 一方，複雑な地層構成の地盤や軟弱層が傾斜している地盤中の杭基礎，あるいは支持層が傾斜し31 

ているため杭長が異なる杭基礎，摩擦杭基礎等については，杭基礎の沈下の評価にあたって負の摩32 

擦力の影響を考慮し，基礎の傾斜および変形角の検討を行うことが望ましい．参考として，負の摩33 

擦力が作用する杭基礎の障害例をまとめて図 6.3.3 に示す． 34 

 

また，負の摩擦力が作用している杭の地震時における挙動については，必ずしも明確になってい1 

ないが，既述のような地震時荷重の影響が設計上無視できないと判断される場合は，それらを考慮2 

に入れた検討を行うことが望ましい． 3 

 4 

図 6.3.2 負の摩擦力に対する安全性の検討例 6.3.8) 5 

 6 
図 6.3.3 負の摩擦力による杭基礎の障害例（NF：杭に働く負の摩擦力） 7 

 8 

 9 
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率の考え方について、第 10回土質工学研究発表会、pp.505-508、1975.6」が挙げられている〕、負の摩擦

力に関する上記の検討式の根拠になっている〔p.230、29行〕」とも書かれている。ただ、こ

の表現だけでは余りに簡略過ぎて、これらの式の提案に直接関わった筆者としては“この

ままではこれらの式が決められた当時の状況が誰も知らないまま闇の中に葬り去られてし

まう”との危機感を持たせられる。それ故、記憶の限りで真相を書き留めておく必要性を

感じないわけにはいかず、ここにその経緯を記述しておきたいと思う。 
	 筆者が当時建設省建築研究所（以下「建研」と略記）第３研究部基礎研究室研究員とし

て入所して間もない昭和 45 年頃であるが、千葉県浦安市の小学校でひび割れなどの被害
が生じ、その原因として地盤沈下に伴う負の摩擦力が杭を下方に引きずり込み建物の不同

沈下が生じたことにあると社会問題になった。その調査結果については詳しい研究報告が

ある〔井上嘉信、小粥康夫：負の摩擦力による建物の不同沈下とその考察、清水建設研究所報、第 22 号、
pp.17〜38、昭和 49年 4月。この第一著者は建築学会基礎指針 1988年版当時の基礎構造運営員会の幹事を

筆者と共に務めた人物で懐かしさを感じる〕。この考察によれば、該当建物（RC 造３階、鋼管ぐ
い独立フーチング基礎）は昭和 41年 9月着工、昭和 42年 5月竣工、昭和 46年 5月取壊
し、その間に調査用ボーリング昭和 45年 10月、地盤の沈下測定昭和 45年 6 月 6 日、8
月 17日〔この日は建物の沈下測定も行われる〕、11月 19日の３回実施されており、竣工直後か
ら不同沈下が始まってそれが進行し、３年後には被害が著しく大きくなったので調査が開

始されるという４年間の命のうち殆どが不同沈下に悩まされている経歴が読み取れる。 
	 建研では、この案件が建築基礎の重大な問題であるという理由で〔あるいは本省からの要請

があったのかも知れないが〕、その対応策を検討する委員会が立ち上げられた。委員長は第３研

究部長であった大崎順彦博士、委員には基礎研究室長であった小泉安則博士、構造研究室

長であった岸田英明博士、第４研究部から吉成元伸博士が参加し、そのほか建築学会基礎

構造分科会の主立った面々にも参加いただくということで幹事を務めていた遠藤正明博士、

阪口理博士〔当時住宅公団、後に建研第４研究部長〕、古藤田喜久夫教授〔筆者の早大時代の恩師〕な

どの顔があったことが記憶の中にある〔さらに当時負の摩擦力に関する測定を積極的に行っていた国

鉄から池田氏という人物も委員として参加していたことの記憶があるが、名前の部分は失念した〕。委員会

の目的は負の摩擦力の検討式を作成するという点にあり、その原案は小泉安則博士が担当

した。筆者は委員の資格であったかどうか記憶にないが、小泉博士が提案した設計法を実

例に当てはめて計算することを業務として与えられ、その結果説明のために委員会には同

席していたのである。 
	 委員会は数年にわたって何度か開かれたが、審議された内容の中味は小泉博士が雑誌建

築技術に書いたもの〔小泉安則 : BRI research news No.12/´71建設省建築研究所、地盤沈下地域にお

ける基礎ぐいの設計、建築技術 pp.193〜196、1971.11〕、さらに後に建設省住宅局建築指導課長通

達〔住指発第２号通達「負の摩擦力を考慮したくいの設計指針について」昭和 50 年 1 月 7 日〕として通

知された内容は阪口博士が書いたものに紹介されている〔阪口理:負の摩擦力を考慮したくいの設
計指針、建築技術 pp.151〜161、1974.11 あるいは阪口理：負の摩擦力を考慮したくいの設計指針、土質工

学論文報告集 15（3）、xvi、1975.9〕。その要旨は単杭を対象にして、ⅰ)負の摩擦力は支持層上
面までの深さの 80%に作用するものとする、ⅱ)負の摩擦力の大きさは、粘土層中では𝑞!/2
（𝑞!値がない場合は深さｚ(m)に対してｆ = 0.3𝑧）、砂層土層中では３+ 𝑁/5 （いずれも
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t/m2）とするものである。群杭の場合は、委員であった遠藤正明博士の研究にならい〔遠

藤正明：ネガティブフリクション、鋼ぐい第５章、土質工学会、1969〕、負の摩擦力を各杭にぶら下が

る円柱形の土柱に置き換えて、平面的に重なる部分は均等に振り分けて負担させる方法を

採用している〔この検討式と群杭の扱いは、後述するように建築学会の規準や指針にも採用されることに

なる〕。 
	 以上の方法のうち、単杭を対象にした部分の計算を筆者が担当したのである。この小学

校の事例は柱下の基礎ごとに１例ずつ〔したがって複数事例扱い〕として数えたが、そのほか

にも阪口博士などが被害有無の調査が行われた建物の事例を収集してくれたものを少しず

つ追加して計算し、検討方法の妥当性を審議していただき、その結果を２度ほどにわたっ

て論文として発表した〔杉村義広：支持ぐいに作用する Negative Frictionのー計算例、建築学会大会、
pp.1161〜1162, 1971.11および杉村義広：負の摩擦力に対する安全率の考え方について、第 10回土質工学

研究発表会、pp.505〜508、1975.6〕。 
	 この２つの論文には３年半程度の時間のずれがあるが、それは委員会の審議がそれだけ

続いたことを示している。これと同じ頃、建築学会では建築基礎構造設計規準・同解説の

改定作業が行われており、新しく 30 条として負の摩擦力の追加が予定され、それを担当
することになった遠藤博士が、計算結果を筆者に論文として発表することをしきりに勧め

てくれたことがこれら２つの論文に繋がったのである。結果的に、建設省側の委員会で検

討し、作成した検討法ではあるが、同時に建築学会側の関係者にも参加していただくこと

で互いの意思疎通は図られており、全く同じ内容が規準・同解説の 30 条でも示されるこ
とになったのは周知のとおりである。 
	 ただ、関連した事項として２つのことをここでは追記しておく必要がある。 
	 その１つは第１の論文で支持力の安全率として 1.5 は確保する必要があると主張したこ
とである。被害のあった事例は１つ残らずカバーするように意識したこともあったが、杭

体の応力度の検討で短期許容応力度以内に収めるのがよさそうだとの結果であったことと

の関係も考慮した記憶がある〔すなわち両者とも短期相当のレベルに揃えられるとの判断である〕。こ

れらについては、負の摩擦力は短期の問題なのかとの議論もかなり重ねられたが、最終的

には短期の荷重とは別で、たまたま杭体の応力度が短期許容応力度に近いレベルとなって

いたと考えるべきであろうとの見方に落ち着いたという記憶がある。事実、検討対象事例

が増加するとともに安全率 1.5では安全側過ぎて、もう少し小さ目の値〔場合によっては被害
の１，２例は含まれても、杭体応力度の判定でカバーされればよいであろうとの考え方〕の方が適当であ

るということになったので、その意見に従って第２の論文では安全率を 1.2 と変更したの
である〔このほかに第１の論文では事例数が多い方が良いであろうと考えてペデスタル杭なども含めてい

たが、時代的に使用例が少なくなっていることを考慮して削除するなど、事例を見直し取捨選択も加えるこ

とにした〕。杭体応力度の結果はばらつきが大きいが、短期許容応力度で判定するのが良さ

そうであるという傾向は変わらないのでそのままとし、支持力の検討とどちらかで引っか

かれば否とする判定基準となったのである。その結果、図 6.3.2 では被害のあった事例●
は両方とも、あるいはどちらかが否の判定になっていることが分かるであろう〔被害がなか

った事例○で否と判定されるものが３例ほどあるが（5, 9-1, 9-2）、この程度は仕方ない、群杭効果を考慮す

れば何例かは救うことが出来るだろうとの議論もあったと記憶している〕。  
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	 ２つ目は基礎規準・同解説改定版の出版が 1974年 11月となり、第２の論文の発表時期
がそれより半年ほど遅れてしまったことである。規準 30 条解説では第２の論文を引用す
るには間に合わなかったので、担当の遠藤博士が文章で「図 30.5〔上記図 6.3.2 と同じ図が示

されている〕は建設省建築研究所の杉村がまとめた被害の有無と安全率の関係を示したもの

である。すなわち、安全率 1.2は図より見て適切なものと判断される〔p.306、24行〕」との

変則的な記述で紹介する形になったという経緯がある。 
	 その後、NF〔Negative Friction〕対策杭の開発なども行われるようになったせいか、負の

摩擦力が原因で建物の被害が生じたという事例は聞こえて来ることはなかった。そのため

に、この図も変更されることがなく 1988年の基礎指針、2001年の指針改定版でも引用さ
れ続け、今回の指針改定にあたっても同様の図が示されることになって、その根拠として

第２の論文が引用されたというのが実状である。したがって、上記した裏側での経緯があ

ったことの説明を抜きにして「負の摩擦力に関する検討式の根拠になっている」との表現

だけでは唐突な印象になってしまうことは理解して頂けるであろう。	

	 作成当時の関係者はすべて故人となってしまい、筆者の記憶も薄れて明確に出来ないこ

とは多々ある。例えば、第１の論文で委員会名を「地盤沈下地帯におけるくい基礎設計指

針作製委員会」と書いてしまったが、正確には「作成委員会」であったと思われるものの、

そのことを確認する資料が見い出せていないことがある。そして何よりも計算の対象事例

とした細かいデータがあった筈なのであるが、委員会の詳細な報告書を書いた覚えはない

こともあって、現在では記録として残っている詳細なデータは皆無であり、見直すことも

出来ない状況になっていることは残念でならない。また、２つの論文以外に解説文〔杉村義

広：軟弱地盤地域におけるネガティブフリクションの問題、建築東京、Vol.8, No.7、pp.22〜26、東京建築

士会、1972.7〕を書いた記憶があるがその全文は手元にはないので、どのような内容をどの

程度詳しく書いたか確認出来ないことも残念な１つである。 
	 今から思えば、もう少し詳細な記録として資料を作っておくべきだったかと反省するこ

と頻りであるが、以上に書き留めたことで少なくとも検討式提案当時の状況〔すなわち建設

省主導の形で課長通達とするべく指針の作成が行われたが、同時に建築学会の基礎関係者の間にも意思の疎

通が図られており、基礎規準・同解説に同様の内容が示されることになった経緯〕については闇に埋も

れてしまうのを免れたことだけは出来たのではないかと思う。 
	 なお、規準 30 条では地震時など短期の荷重に対しては負の摩擦力は考慮しなくてよい
との添え書きがなされている。これは、負の摩擦力が生じている杭の状態でさらに杭頭に

載荷する試験を行ったところ、杭上部の軸力は増えるが中立点附近の軸力〔すなわち最大軸

力〕は変化しないという測定結果が得られたことに根拠を置いているのであるが、筆者と

しては短時間の杭頭載荷方式とはいえ、それによる軸力分布は地震時の状況とは違うので

はないかとの疑問を抱くようになっている。その点については２次設計を考える際に言及

してみたいと考えている。 
 
 
 
 


